
連携中枢都市圏の形成について連携中枢都市圏の形成について

○ 連携中枢都市圏の意義

今後、人口減少・少子高齢社会化が進行するなか、圏域の中核都市が近隣の市町村と連携して事業に取り組むことで、

圏域全体の活性化に取り組むもの。

○ 連携中枢都市圏に求められている役割

県内全域で人口減少が進行するなか、｢連携中枢都市(高知市)｣が圏域を牽引する取組と、｢連携中枢都市｣と市町村が協力し、

連携効果により、お互いが共栄できる取組を行うことで、連携中枢都市が人口のダム機能を発揮し、圏域全体の人口減少の
抑制を図る取組が求められています。

ア 圏域全体の経済成長のけん引
高知市が圏域の経済成長をけん引する事業を

市町村と連携しながら実施。

イ 高次の都市機能の集積・強化
圏域の住民がサービスの提供を受ける高次の

都市機能や高等教育環境の整備を実施。

高知市が市町村と連携しながら

圏域をリードする取組

高知市と市町村が連携して取り組む事業

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上
高知市と市町村が連携のうえ，住民の生活関

連機能サービスの向上を目指す取組を実施。

○ 財政支援（圏域人口728,000人想定）※H27国勢調査相当

連携中枢都市圏における取組には、国から交付税

による財政支援が行われます。

国

交付税による

財政支援

普通交付税

約1.7億円
※圏域人口により増減

ウ 生活関連 →

ア 経済成長

イ 都市機能

連携中枢都市（高知市）

特別交付税

実績額×0.8

市町村

１市町村あたり

特別交付税

上限1,500万円

○ 連携中枢都市圏形成までの流れ

Ｓｔｅｐ①

連携中枢都市宣言

高知市長が、連携

中枢都市圏の形成

を宣言。

９月想定

Ｓｔｅｐ②

連携協約の締結

各市町村議会にお

いて「連携協約締

結議案」の議決。

12月想定

Ｓｔｅｐ③

ビジョンの策定

連携中枢都市圏ビ

ジョンの策定・公

表。

３月想定
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連携中枢都市圏形成

水道事業
（人材育成）

職員交流

ウェブサイト

広域観光

金融機関

支援機関
（商工会議所等）

融資等

各種支援

民間企業・関連団体

連携・協力

高等教育機関

ノウハウ提供・

連携

空き店舗情報

職員交流・能力向上・業務の効率化

高度医療確保・
災害対応

連携事業実施による相乗効果のイメージ連携事業実施による相乗効果のイメージ

統計データ
活用

様々な分野での施策立案・検証に活用

観光PR活用

出店促進

販路拡大

販路拡大

マーケティング

日曜市出店

商品開発

ブラッシュアップ

セミナー

マッチング

設備投資

ＡＩ観光案内
補完

伝統産業

二段階移住

連携

観光資源発掘・整備

効果的な情報発信

人材育成

新規就農

地場産品
販路拡大

関連団体

連携・協力・

支援等

6次産業化

・商品開発ノウハウ

・強みの発見

・ターゲット設定

・コラボレーション

・魅せ方

防災リーダー
養成

子育て支援
（ファミサポ）

インバウンド観光

科学館 赤十字病院

事業継承

【ア】経済成⾧のけん引

【イ】高次の都市機能の集積・強化

【ウ】生活関連機能サービスの向上

凡例

地域間連携・安心な暮らし

高知県人口の

将来展望の

実現！

2060年：557千人
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